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Ⅰ．調査の目的と概要

１．調査の目的

ヴィエトナム国の国土面積（32 万 5,000 平方キロメートル）に対する森林面積の割合は 1943 年

に 43% であったが、過剰伐採と焼畑を主要原因として 1990 年の森林面積は 28% に減少している。

しかし、いまだ中部高原地域は森林面積が 60% を占め、林業開発のポテンシャルを有しており、

今後は持続的な森林管理が求められている。

ヴィエトナム国は、中部高原地域を対象に目標年を 2010 年とした林業開発計画を作成し森林の

保護と同時に林業の生産性を向上させ、開発と保全及び社会面も含めた調和のある地域発展を図

るとしている。

中部高原地域は、国内最大の天然林が残っており、主に林業公社が森林経営を行っている。ま

た、貴重動植物が存在するとともに、下流部に灌漑地区が存在しており森林保全上重要な地域で

ある。さらに、少数民族はその人口比率が全国平均の 12% に比し 84% と高く主に焼畑を営んで

いる。その人口密度は平均で 26 人／平方キロメートルと低いものの北部からの流入者が多いこと

から人口増加率は 20% ／年と非常に高く、産業振興により生活向上を図る必要が生じている。

現在、換金作物生産の拡大と不適切な森林管理により中部高原地域の天然林は減少しており、天

然林の保全と環境に配慮した森林資源の持続的利用が緊急な課題である。以上から、中部高原林

業開発計画に沿った持続的な森林管理計画策定が課題となっている。

上記背景を受けて、1998 年 10 月ヴィエトナム国政府は我が国に対し森林管理計画策定に係る

開発調査の実施を要請越した。本要請を受けて今回 S ／W の協議・署名を目的として事前調査団

を派遣した。

２．調査団の構成

（１）総　　括 井上　幹博 林野庁関東森林管理局東京分局指導普及課長

（２）調査企画 上條　哲也 JICA 林業水産開発調査部林業水産開発調査課課長代理

（３）森林管理 中島　正彦 林野庁指導部計画課森林施業計画係長

（４）社会経済 佐々木昭彦 （株）日本工営農業開発部副参事
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３．調 査 日 程

期間：平成 11 年 7 月 19 日（月）～ 7 月 31 日（土）（13 日間）井上・上條・中島団員

　　　平成 11 年 7 月 19 日（月）～ 8 月  7 日（土）（20 日間）佐々木団員

（井上・上條・中島団員）

日順 月日 曜日 行　程 宿泊地

1 7／19 月
10：00 東京発（CX509） 13：40 香港着
14：55 香港発（CX791） 15：45 ハノイ着

ハノイ
Hotel Nikko

2 20 火
09：00 農業地方開発省（MARD）表敬
14：00 企画投資省（MPI）表敬
15：00 世銀協議

〃

3 21 水
07：50 ハノイ発（VN311）09：00 ダナン着
Kon Tum へ陸路移動（480km、 8hours）

KonTum
Dak Bla Hotel

4 22 木
07：30 Kon Tum 発　10：00 Mang La 林業公社着
　　 　施業地視察（天然林・造林地・集落）
15：00 Mang La 林業公社発　17：30 Kon Tum 着

〃

5 23 金 Dept. of Agriculture and Rural Development 協議 〃

6 24 土 08：00 Kon Tum 発　陸路移動　17：00 ダナン着
ダナン

Bamboo Green
Hotel

7 25 日 10：10 ダナン発（VN310）　11：20 ハノイ着 ハノイ
Hotel Nikko

8 26 月
08：30 日本国大使館表敬
09：30 JICA事務所打合せ
13：30 MARDにてS／W、M／M協議

〃

9 27 火 11：00 FIPI打合せ 〃

10 28 水
09：00 VIRILA打合せ
11：00 ADB 情報収集

〃

11 29 木
09：00 MARDにてS／W、M／M署名
10：30 JICA事務所報告
11：30 日本国大使館報告

〃

12 30 金 地図等関連資料収集 〃

13 31 土
11：20 ハノイ発（CX794） 14：05 香港着
14：55 香港発（CX500）　 20：00 成田着
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（佐々木団員）７月 31 日以降分（７月 30 日までは他団員と同一日程）

４．面談者一覧

（1）Ministry of Agriculture and Rural Development （MARD）

Mr. Nguyen Van Dang, Vice Minister

Dr. Nguyen Hong Quan, Deputy Director, Department of Forestry Development

So 2 Ngoc Ha, Phong 14, B9, Hanoi, Brazil, Tel:84-4-8438803, Fax: 84-4 8438793

Mr. Ngo Sy Hoai, International Cooperation Department, Tel: 84-4-8437450, Fax: 84-4-8439120

Mr. Akira Suzuki, JICA Expert （Forestry）, Tel ／ Fax: 84-4-8439120

（2）Ministry of Planning and Investment （MPI）

Mr. Huynh Thach, Forestry Expert, Department of Agriculture and Rural Development

2 Hoang Van Thu, Hanoi, Tel: 08-044968

13 7／31 土 資料整理 ハノイ

14 8／1 日 報告書作成 〃

15 2 月

10：00 Steering Committee for National Population and
　　　　Housing Census 1999 にて情報収集
14：00 WWFにてKon Plong 郡内WWF／GEF事業形成時の
　　　 資料収集

〃

16 3 火
09：00 UNDP図書館にて社会経済・環境関連資料収集
13：30 FIPIにてBiodiversity Assessment 再委託調査関連情
　　　　報収集

〃

17 4 水
午前 　資料整理
14：00 WWFにて追加資料入手

〃

18 5 木

09：00 Institute of Sociology にて社会調査関連情報収集
　 　（再委託関連）
11：00 FIPIにてKon Tum 省Ngoc Linh自然保護区調査報告
書
　　　 入手
13：30 FSIVにて森林土壌調査関連情報収集（再委託関
連）

〃

19 6 金 10：30 JICA事務所報告 〃

20 7 土
11：20 ハノイ発（CX794） 14：05 香港着
14：55 香港発（CX500）　 20：00 成田着
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（3）The World Bank

Cao Thang Binh, Ph.D, Operations Officer, Rural Development Natural Resources

53 Tran Phu Str., Hanoi, Tel: 84-4-8432461 ／Ext.306, Fax: 84-4-8432471

（4）Department of Agriculture and Rural Development, Kon Tum

Mr. Truong Khac Toi, Vice Director, 89 Duy Tan Street, Kon Tum Province, Tel: 060-861161

Mr. Tran Dong,Deputy Chief of Forestry Development Branch Office,100 Dao Duy Tu Str.

Kon Tum

Tel: 060-863399

（5）Forest Inventory and Planning Institute （FIPI）

Dr. Nguyen Huy Phon, Deputy Director

Dr. Nguyen Manh Cuong, Head of Remote Sensing Section

Dr. Vu Van Dzung, Vice Director, Forest Resources and Environment Center

Dr. Hoang Sy Dong, Head of Forest Resources Assessment Section

Dr. Do Tuoc, Head of Wildlife Section

Thanh Tri, Hanoi, Tel: 84-4-8615511, Fax: 84-4-8612881

（6）Vietnam Research Institute of Land Administration （VIRILA）

Eng. Le Minh, Deputy Director

Mr. Nguyen Tuan Hung, Head of Planning and Financial Department

Hoang Quoc Viet Rd., Cau Giay, Hanoi,Tel: 7-561154, Fax: 84-4-7-561156

（7）Forest Science Institute of Vietnam （FSIV）

Dr. Do Dinh Sam, Deputy Director of FSI, Research Centre for Forest Ecology and

Environment

Dong Ngac, Tu Liem, Hanoi, Tel: 84-4-8347815, Fax: 84-4-8345722

（8）World Wide Fund for Nature （WWF）

Ms. Hoang Thi Phuong Thao, Conservation Programme Officer

7 Yet Kieu Street, P.O.Box 151, Hanoi, Tel: 84-4-8220640, Fax: 84-4-8220642
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（9）Asian Development Bank （ADB） Vietnam Resident Mission

Mr. Thein Swe, Deputy Head of Mission

15 Dang Dung St., Hanoi, Tel: 84-4-7330923 ／4, Fax: 84-4-7330925

 （10）General Statistical Office

Ms. Chu Thi Loan, Director of Population and Labor Department

 （11） Institute of Sociology

Ms. Nguyen Thi Phuong, Sociologist

27 Tran Xuan Soan, Hanoi, Tel: 84-4-9713887

 （12） 日本国大使館

宮崎　祥一　一等書記官

27 Lieu Giai, Hanoi, Tel: 84-4-8463000 ／3017, Fax: 84-4-8463048

 （13）JICA ヴィエトナム事務所

地曳　隆紀　所長

渡辺　孝三　所員

11th floor, Office Tower, Daeha Business Center, 360 Kim Ma Street, Ba Dinh District, Hanoi

Tel: 84-4-8315005 ～8, Fax: 84-4-8315009
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Ⅱ．調査結果要約

1.  調査の必要性と意義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヴィエトナム国の森林面積は、過剰伐採や焼畑などにより質的にも量的にも減少を続け、この

半世紀の間にその 1 ／ 3 程度が消失して、1990 年には国土面積の 28% にまで縮小した。

このような事態に対処するため、ヴィエトナム政府は 1992 年に政令第 327 号を発して、各世帯

に植林や保護等のため一定の林地を分配して生産意欲を向上させるなどの措置をとり、これによ

り 1996 年時点の評価では、森林への火入れ、違法伐採の大幅な減少や保護林への 52 万ヘクター

ルの森林復旧等の成果が達成されたとしている。

さらに、ヴィエトナム政府は森林面積を従来の水準に復帰させるため、1998 年には政府決議に

より 2010 年を目標年とする 500 万ヘクタール造林計画をたて、荒廃した生産林及び保護林の森林

復旧を図ることとしており、このために金融措置等の優遇策をとるなど森林の復旧・育成につい

て非常に積極的な姿勢を打ち出している。

このようななかで、ラオスとの国境脊梁山脈を形成しているアンナン山脈の中南部に位置する

Kon Tum 省を中心とする中部高原地域は、いまだ森林面積が 60% を占め、国内最大の天然林が

残っており、このため、トラやクマなどの大型動物をはじめとした生物多様性に富んだ森林を形

成しているとともに、これらの森林は分水嶺に位置することから、水資源の保全上も重要な地域

となっている。さらに、少数民族の比率が８割以上と高く、これらの住民の定住問題も重要な課

題となっている。

ヴィエトナム側ではこのような状況に対処するため、中部高原地域の 4 省を対象とする中部高

原林業開発計画を策定し、2010 年を目標年として、森林の保全、再生や林産物の付加価値の向上

などを進めることとしている。

このように、当地域は公益上も保全を図ることが必要な森林地域であるとともに、地域住民の

生活向上を図るために森林の適切な利用が求められる地域となっており、このため、天然林を中

心にした森林資源について、保全と環境に配慮しつつ持続的利用を図っていくことの必要性は極

めて高いものといえる。

さらに、本件調査により天然林地域の持続的森林管理計画が作成され、この実現化が図られる

とともに、同様な条件を有する国内の他の地域への普及が図られることとなれば、ヴィエトナム

国において進められている 500 万ヘクタール造林計画による森林の造成とあわせて、国内の森林

全体を網羅する保全利用の達成が可能となることから、国家的視点からも本件計画作成の意義は

極めて高いものと考えられる。
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2.  本格調査の目的と内容

2 － 1　本格調査の目的

Kon Tum 省 Kon Plong 郡の約 23 万 3,000 ヘクタールにおいて、マスタープランの作成及び

フィージビリティスタディを実施するものとし、また、調査の過程においてカウンターパート

に対して技術の移転等を図るものとする。

（1）マスタープラン

水源地域及び生物多様性の保全、天然林及び人工林を通じた持続的な木材生産等、当該

地域の森林管理計画全体の方向性を定める。

（2）フィージビリティスタディ

マスタープランの結果選定されたモデル地域において、具体的な数値データを伴った森

林管理計画を作成する。

2 － 2　本格調査対象地域

本格調査対象地域は、アンナン山脈の中南部に位置する Kon Tum 省 Kon Plong 郡である。

当該地域は、海岸の交通動脈から外れた内陸地域であるため、道路等の基盤整備が進まず森

林の開発が遅れたこと等により、ヴィエトナム国の森林のなかでも特に森林率が高く、蓄積量

が大きい天然林を有する地域であり、このため、林業的に開発余地の大きな地域であるといえ

るとともに、一方では、自然生態系が比較的良好に残存していることから、野生動植物の生息・

生育環境としての配慮が必要な地域であるともいえる。

さらに、調査対象地域一帯は南シナ海沿岸のQuang Ngai 市に至る河川とKon Tum 市を経由

してメコン川に流下する河川の分水嶺に位置することから、水資源の保全上も重要な地域となっ

ている。

2 － 3　本格調査の内容

2 － 3 － 1　調査内容

・自然条件調査（地形、気象、水文、地質、土壌、植生等）

・社会・経済条件調査（人的条件、土地利用条件、経済活動、社会組織等）

・森林管理計画作成のための諸条件（財政支援、労賃、木材流通、市場、経営組織等）

・環境条件（動植物、貴重種等）
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2 － 3 － 2　成 果 品

・M ／ P 及び F ／ S の結果についての報告書作成（英文、50 部）

・航空写真（23 万 3,000 ヘクタール、1 ／ 20,000）

・土地利用・植生図の作成（23 万 3,000 ヘクタール、1 ／ 50,000）

・地形図、林相図、森林管理計画図の作成（モデル地域、1 ／ 10,000）

・森林調査簿（モデル地域）

3.  調査対象地域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

調査対象地は Kon Tum 省 Kon Plong 郡 23 万 3,000 ヘクタールである。現時点でのハノイか

らのアクセスは、Plei Ku 空港が改修中のためダナンまで空路で移動し、国道１号線をBinh Dinh

まで 290 キロメートル南下、その後国道 19 号を Plei Ku まで西進 165 キロメートル、国道 14 号

を省都の Kon Tum まで北上 48 キロメートルの計約 500 キロメートル ８時間の陸路移動が必要

となる。Kon Tum から Kon Plong 郡へは北東に延びる Quang Ngai 省へ抜ける未舗装の国道を

進む。Kon Plong の街までは距離が 45 キロメートル、車で１時間、その後 30 分で電気の届く最

終集落を過ぎ、さらに１時間でMang La 林業公社（ Forest Enterprise ）の事務所に到着する。

ここまでの距離は Kon Tum から約 100 キロメートル・２時間半である。更に Quang Ngai の省

境までは車で 30 分を要する。郡内の道路状況は未発達で、この未舗装の国道を除いては集落に達

する林道が延びているのみとのことであった。

気象条件は郡内でも内陸の西部と海岸線に近い東部では異なるとのことであった。西部のKon

Tum は乾期が 11 月から４月であるが、東部は２月から６月である。植生は熱帯常緑広葉樹林

である。動植物（トラ・クマ等）の貴重種が存在し、その保全に留意する必要がある。

郡の人口は1997 年で 3 万 848 人、6,198 世帯である。郡以下の自治体数は town が１、commune

が 11 を数える。少数民族の比率が高く、移住者の比率も 3,782 人（1997 年）と高い。焼畑移動耕

作に従事していた人たちが徐々に定着している模様である。生活水準と教育レベルもいまだ低い

とのことであった。農作物としては谷地で水稲を、畑でマイズ・キャッサバ・陸稲・バナナ・コー

ヒーを栽培している。稲収量は全国平均の４トン／ヘクタール／年の半分の２トンであり、その

理由は品種であるとのことであった。

森林は天然林がいまだ多く残っており（14 万 4,500 ヘクタール、62%）、生産林と保護林の区分

は以下のとおり分けられている。ゾーニングの基準は保護林を流域保全を目的に指定した後、残

りの林地を生産林に指定しているとのことであった。

森林管理経営主体は郡内に６つの林業公社（FE: Forest Enterprise）と１つの保全林管理委員

会（PFMB: Protection Forest Management Board）が存在している。今回はそのなかのMang La

FE を訪問した。
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現地踏査の際、長さ 10 メートル程度の丸太を積んだトラックと林道脇に搬出された丸太を見た。

いまだ多くの天然林資源を有している様子である。

先方は Kon Plong 郡全体の 1 ／ 50,000 の土地利用植生図、Mang La FE 対象の 1 ／ 25,000 の

林相図を有し、伐採許可量の数値（去年までが年間1 万 2,000 立方メートル、今年からが 3,000 立

方メートル）も有していた。林相図は 1991 年撮影の 1 ／ 25,000 の航空写真とプロット調査を行い

作成したとのことであった。また、15 の林班（1 林班平均 1,500 ヘクタール）の区分も地形条件を

基に行い、人工林を1997 年に200 ヘクタール、1998 年に100 ヘクタール、1999 年に200 ヘクター

ル実行するなど、スタッフは 16 名（技師３名、テクニシャン３名含む）と少ないものの、一見

自分たちなりに森林経営を行っているとの印象をもった。

Mang La 林業公社管轄内の人口は2,644 人で１世帯平均５人で約 500 世帯が居住している。同

林業公社は、そのうち289 世帯に対し合計 5,004.9 ヘクタールの林地（１世帯平均 17 ヘクタール）

の森林保護管理契約を締結し、年間保護林で 5 万VND ／ヘクタール、生産林で 2 万 5,000 VND ／

ヘクタールの管理費を農民に支払い、農民が違法伐採の監視などの保全を行っている（1US＄＝ 1

万 3,890VND、1999 年 7 月 20 日）。また、移動耕作民を対象とした定着プログラムが進められて

いる。トタン屋根の小屋が目に付いたがプログラムによる支援の一環とのことであった。少数民

族は、Mnam と Hre の２部族が居住している。生活インフラは乏しく、電気通信は無し、道路は

１本（他に林道は合計 110 キロメートル、ただし作業道程度のもの）、飲み水は川を利用（乾期も

水量あり）、２小学校、２医療ユニット（医師はなし、看護婦あり）、15 保育園といった状況であ

る。クマとトラが南東部の森林で目撃されている（頭数は不明）。

C ／ P との打合せでは、地形図の提示がなく図面上でのMang La FE の管轄地の範囲が確認で

きなかったり、当方から事前に提出した質問状に対する回答が口頭で行われた際その数値が度々

異なっていたり、回答の根拠を質問しても不明確であったりという場面が多かった。また、開発

調査に対しても要望項目が特になく先方の受け身の態度を感じた。その理由としては一見それな

りの数字を有してはいるが、人員の不足もあり自分たちで森林調査を行いそのデータを根拠にし

た施業方針を作成しておらず、図面上での計画作成にとどまっていることが推測された。

　

4.  S／ W 協議とミニッツ作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4 － 1　S ／W 協議について

先方の要請は調査対象地全体の森林資源調査とモデル地区を対象にした森林計画の作成であっ

た。しかし、森林資源調査を調査対象地全域で行うことは地形図作成・森林調査等で莫大な費

用がかかること及び資源量把握は森林管理計画作成が目的であることから、計画作成を行うモ

デル地域のみを対象に森林調査を行う案とした。また、要請にはなかったがモデルエリアを選

定するにあたっても調査対象地全体のマスタープランを作成することが必要と判断し当初のス
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コープの案に含めた。マスタープランのイメージとしては、生産林・保護林のゾーニングと土

地利用の指針の作成であり、先方との協議を通じてイメージの具体化を行う予定としていた。

協議の相手は、MARD の林業開発局副局長のQuan 氏であった。当方の案に対して先方は特

に異論もなく賛成した。中部高原地域４省を対象としたマスタープランはあるが郡レベルのも

のはないため日本側提案のマスタープラン作成は有用である旨の返答があった。ただし、モデ

ル地域の森林管理計画では計画作成のみで終わることなく、事業の実施を配慮してほしい旨強

い要望があった。しかし、協議と現場視察を通じて、先方から問題意識の提示また計画内容に

関する注文は特になく、計画の構想については主に調査団内にて打合せを行った。その主要な

点は以下のとおりである。

4 － 1 － 1　マスタープラン構想

（1）先方意向

先方の要請に従えば計画作成はモデル地域のみでよく、マスタープランは含まれてい

ない。また、先方は 1992 年撮影、縮尺 1 ／ 25,000 の航空写真を用いて 1 ／ 50,000 の土

地利用植生図を作成しており、その図面上で生産林と保護林のゾーニングを行っていた。

ゾーニングの根拠を質問したところ、流域管理上重要な地区（水源）を保護林としその他

を生産林としているとのことであった。500 万ヘクタール造林計画又は中部高原林業開発

計画との関連についてはあるとはいうものの具体的な回答は得られなかった。

（2）意　義

モデル計画作成後カウンターパート自身がその成果を利用して他の地域の計画作成を

行いたいとの要望もあり、モデル地域以外の林業公社が事業を行う際の将来像を描く必

要があると調査団は判断した。マスタープランが作成されれば、航空写真と森林管理計

画策定ガイドラインによりカウンターパート自身で計画作成が可能となる。

（3）調査範囲

内容は既存資料の収集、航空写真判読と現地踏査にて対応可能な範囲とし、現状を把握

しポテンシャルと問題点及び制限要因を明確にしたうえで、2010 年を目標年としたKon

Plong 郡内の林業・林産業の構想を数値で示した後、６つの林業公社と１つの保護林管

理委員会ごとに達成すべき目標値（保護林と生産林面積、森林復旧面積、製品、造林面積、

造林モデル、苗木生産数等）を記載することとする。また、少数民族の居住と貴重動植物

の生息が確認されている地域であることから、住民の生活向上と貴重種の保全計画も含

むこととする。しかし、実際の事業地の指定までは困難と判断されるため森林管理計画
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図は作成しないこととした。

先方が特段の意見を有していなかったこと、郡全体の情報提供がなく現状と問題点の

把握ができなかったことから、残念ながらマスタープランのシナリオを描くことはでき

なかった。本格調査団には、当該地域に特有の少数民族の生活向上問題、貴重野生動植物

の保護対策には特に留意しつつ、現状と問題点の把握も含めて調査実施をお願いしたい。

4 － 1 － 2　モデル森林管理計画構想

（1）モデル地区

候補先としてMang La 林業公社（2 万 4,656.7 ヘクタール）の提示があった。選定の理

由としては、資源量が郡内で一番豊富であること、材積量の異なった（土壌条件の違いに

より３タイプに区分される由）未利用の天然林、裸地、住民居住地、貴重種生息、生産

林と保全林等を含んでいること、からモデル計画に最適であるとのことであった。先方

の意向は理解するものの最終的にはマスタープランの作成を通じて選定することとした

が、隣接地区で実施予定のWWF プロジェクトとの地区割りの調整も済んでいるとのこ

とで、ほぼ当確である印象であった。

（2）事業化への配慮

先方の唯一の要望が事業化への配慮であった。しかし、その青写真を有してはおらず、

調査を実施しながら双方で検討することとした。ただし、本計画は天然林施業が中心で

あり伐採利用と森林育成のスパンがかなり長い計画となることが想定され、その場合、通

常の F ／ S 調査から資金協力へという形態は実現性が低いと思われるが、日本のその他

の資金協力・技術協力によるフォローの可能性も含めて検討するとともに、日本の協力

だけではなく、隣接地域で実施されるWWF 又は世銀のプロジェクト内容も参考にその

事業化構想を調査の早期から検討する必要がある。

当調査の範囲内では、先方要望を取り入れ、主題図の縮尺を類似調査で用いる通常

の1 ／ 20,000 より大きく 1 ／ 10,000 として事業用図面としても使用可能としたこと、調

査の成果を森林管理計画策定ガイドラインにまとめること、技術移転セミナーを開催す

ること、天然林施業試験区を設定することにより配慮することとした。また、林班境界上

の境界標の設置も先方は希望しており（地図上の境界と現場の境界を一致させる必要があ

る）、実際の作業量にもよるが森林調査内での実施可能性を検討する必要がある。
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（3）調査範囲

モデル地域がMang La 林業公社管轄区域に決定したわけではないが、現地視察を行っ

たので本地域を参照に調査の構想を記述することとする。

Mang La 林業公社管轄区域は面積 2 万 3,244 ヘクタール、材積量 209 万 653 立方メー

トル、15 林班（うち４林班が保全区、11 林班が生産区）、1999 年伐採許可量 1,200 立

方メートル（うち７月現在実際の伐採量 400 立方メートル）である。林地は平均材積が

250 立方メートル／ヘクタール以上を rich、170 立方メートル／ヘクタール以上を

medium、80 立方メートル／ヘクタール以上を poor、60 立方メートル／ヘクタール以上

をyoung と分割している。また、1992 年作成の縮尺1 ／25,000 の林相図（田、rich、middle、

poor forest、人工林、裸地、換金作物プランテーションに区分）も作成している。裸地に

対する植栽は1997 年以降200 ヘクタール／1997、100 ヘクタール／1998、200 ヘクター

ル／ 1999 の規模で実施している。

以上のように、一見自分たちなりに計画を定め事業を実施しているが、その数値の算出

根拠に自信がなく中長期計画も存在していないことが要請の理由と判断された。よって、

資源情報を整備し、本情報に基づいた事業計画の作成が求められている。

調査工程は通常の森林資源調査を行ったうえで林相図の作成を行い、生産と保全を要

素とする森林管理計画に加えて、少数民族対象の村落開発と貴重動植物の保全対策を含

めるものとした。村落開発についてはBHN の向上を（学校・クリニック・飲料水等サー

ビスの提供）、貴重動植物については生息域の設定と保全策を提言することとする。

4 － 2　ミニッツ協議

調査の実施体制と調査の構想につき主要な項目をミニッツにまとめた。S ／W 協議の項目と

重複する部分もあるが各項目の経緯を以下に述べる。

4 － 2 － 1　ステアリングコミッティの設置

必要となる構成メンバーを Quan 氏に尋ねたところ、中央のハノイと地方の Kon Tum で

各々設置する必要があるとのことで、回答のあった組織名をそのまま記載した。Kon Tum 省

の人民委員会は地方の議長となるため中央の委員会にも出席する必要があるとのことであっ

た。本格調査時は中央と地方で各々会議を開催する必要がある。

4 － 2 － 2　カウンターパートの配置

本格調査時の調査団員の構成にあわせて必要となるカウンターパートの分野名を記載した。

候補者の氏名を明らかにするように求めたが、具体的なスケジュールが決まらないと無理で
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あるとのことで、候補者名は明らかとならなかった。しかし、現地の人員を顧みればDARD

の林業開発部に属する前Mang La 林業公社の長であったDong 氏と同部の Lieun 氏の２名

が現場での実際のカウンターパートになる可能性が高い。カウンターパートの氏名について

は IC ／ R 協議時に明らかとしミニッツ確認する必要がある。

4 － 2 － 3　執 務 室

MARD 本局と Kon Tum 省の DARD 事務所内に執務室の設置を求めミニッツに記載した。

具体的なスペースとしてはMARD 内では確認できなかったが、DARD 内では現在未使用の 5

× 10 メートル程度のスペースを確認した。以前ADB プロジェクト用のスペースとして利用

されていたとのことであった。机と椅子の設置は先方で対応可能である。

4 － 2 － 4　航空写真とポジフィルムの日本への持ち出し

MARD の返答によれば、首相府に申請を行い 30 ～ 40 日で承認を得られるとのことであっ

た。また、仕様と見積り聴取を行ったVIRILA 社によれば手続きはVIRILA 社で可能であり、

許可の必要な期間は２～３週間とのことであった。

4 － 2 － 5　最終報告書公開

公開で先方の了解を得た。

4 － 2 － 6　技術移転セミナー

S ／W 協議でも説明したが先方は計画の事業化と他地域への適用に最大の関心を有してお

り、モデル森林管理計画案と計画策定手法ガイドラインが作成できた段階で（DF ／ R 説明協

議時）、省人民委員会、DARD、林業公社の技術者を対象に少なくとも Kon Tum 省内で開催

する必要がある。ハノイにおける開催は参加者次第であり、該当者の出席が可能であれば開

催を検討することが望ましい。

4 － 2 － 7　目 標 年

本格調査の事業計画作成に必要であるので目標年を質問したところ、500 万ヘクタール造林

計画と中部高原林業開発計画の目標年と同一の 2010 年との回答であった。

4 － 2 － 8　モデルエリア

S ／W協議に記述したとおり、先方はMang La 林業公社を有力候補としてあげている。最

終的にはフェーズ I の調査が終了しマスタープランが策定された段階で選択することとした
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が、その変更は難しい感触であった。選択理由が合理的であれば問題ないが、本格調査団の

見解と異なる場合は協議のうえ調整が必要となる。

4 － 2 － 9　計画作成後の事業の実施

先方の最大関心事が計画作成後の事業実施である。先方は具体的なアイデアがなく、円借

款による事業化にもなじみづらいと思われることから、どのようなアイデアが実現可能か本

格調査の初期段階から意見交換する必要がある。

4 － 2 － 10　ガイドライン

調査の成果を他の地域で使用可能とするためのガイドラインの作成をミニッツに記載した。

計画作成の方法論を取りまとめ Kon Plong 郡の他の地域に適用することはM ／ P の作成と

セットで有益と思われるので、本格調査時には早い段階から意見交換を通じてガイドライン

のポイントを把握させるよう努めることが必要となる。

4 － 2 － 11　ITTO ガイドライン

モデル森林管理計画は天然林施業が内容となることから、昨年度作成された ITTO の天然

林施業のガイドラインに沿って作成してほしいとのことであった。ヴィエトナム国は ITTO に

加盟していないことから、今のところそのガイドラインに拘束される必要はないのであるが、

将来的な考慮もあってか今回の計画を世界標準に沿った内容としたいというのが先方の意向

であった。

5.  本格調査時の留意点

今回の事前調査において明らかになった本格調査の際の留意点については、概要以下のとおり

である。

5 － 1　ヴィエトナム側の対応

（1）カウンターパートの確保等

ヴィエトナム側の財政事情等もあり、農業地方開発省（MARD）の林業開発局は 40 人程

度、Kon Tum の農業地方開発局（DARD）の林業開発支局及び調査拠点の 1 つとなるMang

La 林業公社（F ／ E）では、それぞれ秘書等を入れて 15 人程度の職員しかおらず、特に現

地においては技術系職員は数えるほどしかいないことから、すべての調査分野に対応した

カウンターパートを確保することは困難なものと考えられる。

このため、現地調査にあたっては、例えば土壌調査、貴重生物調査、社会経済調査等のよ
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うに林業部局ではふさわしい人材の確保が困難と考えられる分野については、調査の委託

や外部から技術者を雇用するなどにより調査を実施することについて検討しておく必要が

ある。また、森林調査計画研究所（FIPI）や Pleiku 市の熱帯森林研究所などの国の調査研

究機関からの情報提供などについても実際の現地調査等の際に活用していくことが適当で

あろうと考えられる。

（2）国内関係機関との調整

ヴィエトナム国は 1986 年からとられているドイモイ政策により趨勢として開放化の方向

にあるとはいえ、引き続き社会主義体制をとっていることから、国内の移動については前

広に情報を提供しておくことが必要となっている。

また、調査をスムーズに進めるための合同のステアリングコミッティについては、形式

的な要素が大きいとは思えるが、人民委員会など多くの関係機関の出席が必要であるとし

ており、実際の運営についてはカウンターパート機関が主導的に議事を進められるよう対

応体制を確認しておく必要があろう。

5 － 2　我が国以外の国際協力

本件開発調査地域北西部に隣接する保護地域を管轄するMang Canh II 郡林業公社管内の森林

を対象として、WWF がプロジェクトを計画しているが、これについては、ヴィエトナム側が承

認するかどうかは今のところ不明であるものの、JICA の調査予定地域とのダブリはない模様

である。また、調査項目については、WWF は生物多様性の評価やモニタリングに重点を置いて

行うとしていることから、天然林の持続的な利用と保全をめざすとしている JICA の調査とは目

的が異なっている。いずれにしてもWWF のプロジェクトがある程度同時期に行われるとした

場合は、相互に情報連絡することにより、調査がよいものとなるよう努める必要性が出てくる

かもしれない。

また、世銀もKon Tum 省で特殊用途林の生物多様性の保護管理に関するプロジェクトを予定

しているが、対象予定地はラオス、カンボディアに接する西部地域であり、調査内容について

も本件調査と直接的な重複等はないと考えられる。

5 － 3　現 地 調 査

（1）調査時期

調査対象地域は脊梁山脈の中央部に位置していることから、周辺の都市とは雨期・乾期

がずれ、雨期は 7 月～ 12 月、また、乾期については、真の乾期といえるものは短く、航空

写真撮影に最も適する時期は 4 ～ 5 月とのことである。今回の事前調査においても伐採現
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場を視察する予定であったが、作業道といってもよいような簡易林道であるため、4WD で

あったにもかかわらず、入口から遠くない時点で走行不能になってしまったところである。

このような道路事情もあり、特に現場を対象とする現地調査については、乾期を逃さない

ように実施していく必要がある。

（2）モデル地域の選定

ヴィエトナム側との協議において、モデル地域の選定には、M ／ P の結果を踏まえて行

うことで合意しているが、先方からは Kon Tum 省としてのプライオリティーはMang La

郡（2 万 3,000 ヘクタール）に置いているので、モデル地域については当該郡を選定しても

らいたいとの要望が示されている。今回の現地視察においてもMang La 郡地域は天然林資

源が周辺よりも多く、開発余地の大きいことが確認できたことから、特段の支障がない限

りは、本格調査時において先方の意向を勘案しつつ調査を進めていくことが適当であると

考える。

（3）調査に必要な機材

ヴィエトナム側は引き続き困難な財政状況にあることから、調査に必要な設備等につい

ては、調査団用の部屋の提供は了解しているものの、それ以外の資機材等については、対

応が困難であるとしている。

また、現地調査に必要な四輪駆動車の確保については、当該地が遠隔地であるため、その

調達については前広に正確な情報を入手するなどして、現地調査に支障が生じないように

しておく必要がある。

（4）調査効率

調査地が山間部でアクセスが悪いこと、カウンターパートを含めて英語を解する人物が

極端に少なく現地語資料も少ないことから、調査の効率を高める方策を検討する必要があ

る。このため、オフロード仕様の四輪駆動車の仕様の高度化と調達の工夫、さらに場合に

よれば自動二輪車の利用、ローカルコンサルタンツの調査員雇用により調査効率を高める

などの具体策を講じる必要がある。

5 － 4　天然林の管理経営

（1）ITTO の「持続可能な熱帯天然林経営の基準・指標」への配慮

本格調査では、天然林の持続的な保全・利用についての計画を作成することが主要な目

的になるが、この場合において、先方としては、ITTO の「持続可能な熱帯天然林経営の基
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準・指標」への配慮を行ってほしい旨要望している。

ヴィエトナム国はまだ ITTO に加盟していないが、今回の計画作成については、国際的な

基準に沿ったものとしたく、そのための一手段として ITTO の基準・指標への配慮を要望

しているとのことであるので、計画書の内容について、各基準・指標をどのように配慮し

たかについての説明を加えることが必要となるであろう。

なお、施業面では、有用樹種の植え込み等による林分改良や伐採後の林分の取り扱いに

ついて特に関心を有しているので、これらにつき具体的な提案を行うことが望まれる。

（2）少数民族及び生物多様性への配慮

当該地域の森林の管理については、Mang La Forest Enterprise（F ／ E）と英訳される国

営の林業公社が主体的に管理経営を行っているが、地域住民に配分されている森林部分も

あり、さらに F ／ E の管理地でも地域住民により違法伐採されている箇所も散見されるな

ど、森林は地域住民にとって生活上必要な資源として従来から利用されている。当該地域

に居住する住民は、Hre 族、M’nam 族といった少数民族であり、これらの住民と森林との

かかわり合いについて整理しておくことが必要であろう。

生物多様性に関しては、調査対象地域は、ヴィエトナム国のなかでも最大規模の天然林

が残っている地域であり、このため、トラやクマなどの大型動物をはじめとした貴重な動

植物が生息・生育しているとのことであり、このため、既存の文献や研究者からの情報を

入手し、持続可能な森林経営を行うための計画づくりの際の留意点として整理しておくこ

とが必要であろう。

このように当該地域に特有の少数民族対策、貴重野生動植物の保護に関しては、現在の

当該地域の社会・経済状況及び自然状況について十分な分析を行い、また、特にヴィエト

ナム側と意思疎通を十分に行うこととし、マスタープランにおいて整理していくことが適

当であると考えられる。

（3）試験林の設置

ヴィエトナム側が要請書で要望している試験林の設置については、今回の協議において

具体的な内容は持ち出されなかったが、本件が天然林を主体とした森林管理計画であるこ

とから、試験地を設定して施業の推移を追跡調査していくことは林業技術的にも必要なこ

とであると考えられる。このため、現地調査等に基づき、モデル地域における天然林試験

地の設置と調査項目について必要な提案を行っていくことが適当であろう。
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5 － 5　ヴィエトナム側からのその他の要望

今回の事前調査の協議において、ヴィエトナム側から次のような要望も併せて出されている

ので、適宜対処することが必要である。

（1）事業化構想

当該地域の開発を進めていく手順として、まず開発調査から始めることが妥当であるこ

とについては先方の理解は得られているところであるが、さらに、計画書作成後の事業の

実現化についても抽象的な表現ではあったが我が国の協力を得たいと要望している。今後

本格調査が進むにつれて同様の要望が改めて出されると考えられるので、その対応方向の

検討についても適宜配慮をお願いしたい。

（2）境界標の設置

土地利用図作成と関係して境界標設置の要望があり、これについては開発調査の枠組み

のなかでは困難と返答してあるが、本格調査の過程で我が国の境界管理の手法についても

適宜説明していくことが望ましい。

（3）ガイドラインの作成

モデル地域で作成する計画を他の地域でも作成していくことを希望していることから、調

査時におけるカウンターパートへの技術移転に努めるとともに、計画作成のマニュアルを

報告書に添付するなどの配慮が必要である。
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Ⅲ．ヴィエトナム国及び調査対象地の概要

1.  位置及び面積

1 － 1　全　　　国

ヴィエトナム国はインドシナ半島の東側に南北に延びた形で北緯８度 30 分～ 23 度 22 分、東

経 103 度 27 分～ 109 度 28 分に位置し、面積は 33 万 2,000 平方キロメートルである。南北の距

離は 1,650 キロメートルである。南のメコンデルタなど農業に適した肥沃なデルタ平原をもつ

と同時に森林資源にも恵まれ、全長4 万 1,000 キロメートルといわれる大小河川、3,260 キロメー

トルに及ぶ海岸線をもち、水産資源も豊富である。

1 － 2　調査対象地

中央高原は面積 556 万ヘクタール（国土面積の 16.95%）を占め、ラオスと 370 キロメートル、

カンボディアと 120 キロメートル国境を接している。Kon Tum 省の面積は 100 万ヘクタール、

そのなかでKon Plong 郡は 23 万 3,300 ヘクタールである。Kon Plong 郡の郡庁はKon Plong 町

にある。

中央高原は山岳地帯、台地、半台地、渓谷に分けられる。

１）山岳地帯

地域の 41.8%（232 万 4,000 ヘクタール）を占め、北部、北東部と南部に位置し豊富な動

植物があり、人口密度は低く主に少数民族が生活している。

２）台地地帯

地域の 23.8%（132 万 3,000 ヘクタール）を占める。標高は 400 ～ 800 メートルで、地形

は平坦で農業生産に適している。植生は焼畑と換金作物（コーヒーとゴム）により破壊され

ている。

３）半台地地帯

地域の23.7%（131 万 8,000 ヘクタール）を占める。北西部に位置し地形は平坦である。斜

度は８度以下で農業に適している。

４）渓谷地帯

地域の 10.7%（59 万 5,000 ヘクタール）を占め、河川に沿って位置している。主に稲作が

行われている。

調査対象区である Kon Plong 郡は主に山岳地帯に属し、北から南に向かい標高は 1,000

メートルから 1,300 メートルである。Kon Tum 町は標高 500 メートル強で半台地地帯に属

している。中部高原地域の典型的な森林が山岳地帯に残っている。Kon Plong 郡はDak Pla
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年平均降水量　　　 ：1,728.5 ミリメートル

月最大降水量（ 8 月） ：  374.6 ミリメートル

月最小降水量（12 月） ： 0.2 ミリメートル

年平均気温　　　　　 ： 23.6 度

月平均最高気温（4 月） ： 25 度

月平均最低気温（1 月） ： 19.9 度

Kon Plong 郡の主要な植生は、熱帯常緑広葉樹、主要な樹種は下記のとおりである。

「Talauma gioi, Dacrydium Pierrei, Dipterocarpus sp., Podocarpus imbricatus, Cinamomum sp.,

Chima crenata, Quercus sp., Pygeum arboreum, Holoptelia intergrifolia, Fokenia hodginsii,

Pterocarpus pedatus, Aquilaria crassna, Keterleeria sp., Alstonia scholaris, Betula alnoides,

Syzygium sp., Canarium album (17sps.)」

また、Kon Tum 省の山間部奥地には、トラやクマ等のほ乳動物がいるといわれている。

3.  森 林 管 理

3 － 1　森林の機能分類

ヴィエトナム国の森林等は、おおむね 1,000 ヘクタールから 2,000 ヘクタールの区画（川や尾

根等を境界とする）に区分され、各省ごとに１から順番に番号が付されている（以下林班と呼

ぶ）。

その森林等は林班ごとに、次の３種類に機能分類されている。その全国とKon Plong 郡の内

訳は表Ⅲ－ 2、Ⅲ－ 3 のとおりである。

生　産　林：大径木生産林　小径木生産林、竹林、特用林産物生産林

保　護　林：水源林　海岸飛砂防止林、海岸保全林

特別用途林：国立公園　自然保護区　文化　環境保全林

（注）

1）ヴィエトナム側の資料を尊重し、本報告書では protection forest は保護林に、special

use forest は特別用途林と直訳したが、わが国の森林・林業用語からいえば protection for-

est は保安林に、special use forest は自然保護林などに置き換えた方がイメージとしては

適切であるので、本資料の利用にあたってはこの点留意ありたい。

2）保護林のうちの水源林は、大規模なダムや灌漑取水施設などの国の重要な水利施設の上

流域に設定されている。
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とのことであった。

3 － 3　伐採禁止樹種

ヴィエトナム国政府は希少動植物のリスト（レッドデータブック）を作成して保護しており、

樹木についても希少な樹木は伐採禁止としている。

Mang La 林業公社内の管理地域内で確認されている、希少樹木は次のとおり。

   Podocarpus  neriifolius,   Pinus dalatensis,  Glyptostrobus pensilis,

   Aquilaria crassna,  Ducampopinus kremptii















─ 30 ─

3 － 7　地域住民との森林保全管理契約

ヴィエトナム国政府は、森林保護のために、地域住民に手当を払い、森林の管理をしてもら

う制度を有している。木材生産林内では 1 年間、1 ヘクタール当たり 2 万 5,000VND、保護林内

では1 年間、1 ヘクタール当たり 5 万VND の手当が支払われる（注：1999 年 7 月時点で100VND

≒ 1 円）。

Mang La 林業公社内の管理地域では、249 世帯に 5,004 ヘクタールの森林が割り当てられて

いる。住民は、違法伐採等の監視を行っている。

3 － 8 　少数民族の焼畑

Mang La 林業公社内の管理地域内では、少数民族の焼畑・違法耕作は少ないといわれている

が、道路近辺で少数民族の焼畑・違法耕作が見られた。林業経営を考えるうえで無視できない

存在である。さらに、これらの少数民族が、狩猟等を行っている可能性もある。

また、少数民族も含めてこの管轄区域内の居住する人々は、区域内を流れる小さな水の流れ

から生活用水を得ており、乾期にも水が涸れることはない。そして、住民は、これらの水を利

用して沢地で水田を耕作している。

3 － 9　森林管理についての所感

ヴィエトナム国の全国レベルでは、森林のタイプ分け等がされており、国立公園、自然保護

区、また国家レベルの水利施設のための保護林と国の政策に基づき森林政策が行われている。し

かし、省や郡、林業経営体レベルでも、国のレベルの森林タイプ分けがそのまま行われており、

もう少し細かなタイプ分けが必要ではないだろうか。保護林の指定単位も林班を基礎としてお

り、面積も何千ヘクタール以上となる。

さらに、調査期間を通して、相手側の林業開発支局、林業開発公社から質問の回答が得られ

にくく、口頭での回答も食い違いや、間違いが見られた。管轄地域の森林の状態や蓄積やタイ

プ分けについて十分把握していないようにも見受けられる。

このことは、これらが国レベルでの森林区分であり、省や郡レベルでの森林区分ではなく、森

林区分図の作成も、小人数で短い期間で作業が行われたと思われる。

このようなことから、当開発調査事業で、地域レベルの森林管理、経営計画を作成すること

は、ヴィエトナム国の省職員の意識向上や資質向上にもつながり、協力効果の高い事業である

と思われる。
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Ⅳ．本格調査内容

1.  森林管理計画

当初、 Kon Plong 郡内全域で森林資源調査をする案が提示されていたが、この地域の面積は約

20 万ヘクタールと広大であるため、森林資源調査をするには膨大な費用がかかる。このた

め、S ／W 協議の過程で、森林調査と森林管理計画の作成は当地域内の比較的天然林が多く残さ

れている林業公社の管轄地域をモデルエリアとして選び行うこと、 Kon Plong 郡内全域ではマス

タープランを作成することで協議が行われた。現在、モデルエリアの有力な候補はMang La 林業

公社の管轄地域である。

1 － 1　マスタープラン

マスタープランでは、 Kon  P long 郡内全域の 1 ／ 20,000 の縮尺の空中写真を撮影し、

1 ／ 50,000 の縮尺の土地利用図及び森林区分図を作成する。

特に、当該地域は少数民族が山岳地で焼畑耕作を行うなどしており、少数民族への配慮も必

要となる。

また、WWF が Kon Plong 郡内のある Mang Canh 林業公社の管轄区域内で森林認証制度

（FNS）のモデルとなる林業開発事業を行う予定となっていることと、世界銀行の森林保護プロ

ジェクトが隣接地域で行われる予定であることから、今後このプロジェクトの動向を把握する

とともに、調整が必要である。マスタープランの主要な内容は次のとおりである。

① 森林保護

② 森林の生産物（副産物を含む）

③ 地域社会開発

④ 林業インフラ

⑤ 林業普及や援助システム

⑥ 森林の生産物とその市場

⑦ 林業公社の組織

⑧ 生物多様性の保全

1 － 2　モデル地域の選定と森林管理計画（F ／ S）の作成

  Kon Plong 郡内では６つの林業公社が林業経営を行っている。このなかの 1 つの林業公社

をモデル地域として選定し、森林管理計画を作成する。

有力な候補林業公社は、Mang La 林業公社である。Ⅲ章でも記述されているとおり、当林業
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公社の管轄地域は、15 の林班（保護林を含む）に区分されているが、1 つの林班としては、面積

が 1,000 ～ 2,000 ヘクタールと広大である。林班内は図面上では、森林の蓄積により区分されて

いるものの、それに対する森林調査簿のようなものは存在しないようである。

また、造林地や伐採地の図面（1 ／ 10,000）はあるものの、造林や伐採するときの決裁文書に

添付されているもので、位置も正確ではないようである。天然林を経営する場合、経営単位ご

とに、森林の状況や蓄積、そして伐採状況、その後の状況等を把握する必要があるため、正確

な図面や森林調査簿等は重要となる。

それから、当林業公社管轄内に加えられている保護林は、下流（他省）の大規模な灌漑施設の

ための保護林であり、その他はすべて生産林とされている。しかし、当林業公社管轄地域内に

は、少数民族や移住者の集落があることと、省境の未開の森林には、トラやクマのほ乳動物が

生存しているため、これらに対する配慮も必要となる。

ヴィエトナム国政府は、保護林以外の森林はすべて木材生産林として考えているが、林業公

社や郡レベルでの木材生産林の更なるタイプ分けも配慮する必要があると考えられる。例えば、

地域住民の水源の保護のためとか、省境を動物のために禁伐地区とするなどである。省境に隣

接する省には、自然保護区が設置されている。

さらに、持続可能な天然林経営のためには、社会的側面も重要であるので、地元住民に対す

る配慮、森林経営計画の作成に対する住民参加にも配慮する必要がある。

森林管理計画の調査範囲は次のとおりである。

① 1 ／ 10,000 の地形図を作成

② 1 ／ 10,000 の森林分類図の作成と森林調査

③ 人工林の土壌調査

④ その他必要な情報の収集

⑤ 森林管理モデル計画の作成には次の事項が含まれる。

ア　森林の保護

イ　森林の生産物（副産物を含む）

ウ　地域社会開発

エ　林業インフラ

オ　林業普及や援助システム

カ　森林の生産物とその市場

キ　林業公社の組織

ク　生物多様性の保全

⑥ 森林管理モデル図（1 ／ 10,000）と森林調査簿
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2.  社会経済調査

ヴィエトナム国政府は、その森林政策のなかで「森林の持続的管理及び保全には、そこに住み森

林を利用している住民（少数民族）の参画が必要であり、そのためには貧困にあえいでいる彼らの

食糧自給率と所得及び生計の向上が不可欠であること」という認識を明確に示しており、現在推

進中の林業プログラム（500 万ヘクタール造林計画）でも住民の参画と所得・生計向上手段の実施

を原則としている。したがって、本調査では、住民の社会経済状況や彼らの意向・ニーズを把握

し、森林管理計画策定にあたってはそれらを配慮して彼らの食料生産、所得・生計の向上を図る

ための山村開発プログラムを含める必要があると考える。この基本的認識の下、社会経済調査の

内容及び方法としては以下のように考える。

2 － 1　フェーズ I 調査

フェーズ I 調査では、調査対象地域である Kon Plong 郡におけるコミューン別の社会経済状

況（人口、農業生産、社会インフラ整備状況、教育、保健衛生等）をコミューン人民委員会のも

つ既存データを基に把握し、コミューン別のプロファイルを作成するとともに、コミューンの

特徴を明らかにする。さらに、地形、周囲の森林状況、民族構成等の観点から代表的と思われ

る村落を数か所選定し、村の人民委員会議長、伝統的リーダーや女性及び青年を含む住民代表

者とグループインタビュー・協議を行い、彼らの森林への依存状況、森林の利用、管理及び保

全に関する意向、その他社会的ニーズ等について把握する必要がある。特に、女性は薪、食料、

薬草や他の非林産物採取に従事して森林の状況を知っていると考えられるため、複数の参加を

促すべきと考える。

調査の方法は、コミューンの特徴を把握しプロファイルを作成する業務に関しては、現地再

委託で実施する「生物多様性に関する調査」とあわせて実施するのが効率的である。次項の３．

環境配慮で述べるとおり、生物多様性にかかわる調査では調査地域の動植物のみならず、その

保全措置を検討するために社会経済面の調査も同時に行うのが常である。一方、本調査はフェー

ズ I 現地調査の前半に航空写真撮影、中盤から後半にかけては本格調査を行うスケジュールに

なっているが、プロファイル作成を含む生物多様性にかかわる再委託調査の時期は、本格調査

が始まる前の航空写真撮影期間に前もって実施するのが望ましいと考える。これは、グループ

インタビュー・協議を実施する村落を選定するためにも、事前に地域の社会経済状況を把握す

る必要があるためである。

グループインタビュー・協議は、山間部少数民族の調査に詳しいヴィエトナム人社会学専門

家（ファシリテーターを兼ねる）と少数民族言語の通訳を調査補助員として雇用し、社会経済担

当団員及びカウンターパートと共同で実施する。この協議内容は、森林管理計画マスタープラ

ン策定に際して重要となるため、他の調査団員やカウンターパートも参加する必要があると考
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える。協議開催にあたっては、コミューンの人民委員会を通じて協議を行う村落の人民委員会

へ事前連絡を行い、協議目的、協議日程及び参加者数等を示す必要があろう。

2 － 2　フェーズⅡ調査

フェーズ Ⅱ調査は、選定されたモデルエリアを対象とした森林管理にかかわるより具体的な

モデル計画を策定することが目的となる。この計画策定に際しては、伝統的に森林に依存した

生活を行い、森林を守ることを尊ぶ住民（少数民族）の意向を詳細に把握し、それを十分考慮す

ることが極めて重要となる。したがって、フェーズ II 調査では、「グループインタビュー・協議」

をモデルエリア内のすべての村落で実施し、住民の森林への依存状況、森林の利用、管理及び

保全に関する意向、その他社会的ニーズ等について詳細に調査するとともに、マスタープラン

の内容について説明して彼らの意向を把握する。したがって、本社会経済調査は計画に関する

住民へのコンサルテーションを兼ねたものとなる。また、策定したモデル計画（ドラフト）の内

容についても彼らにフィードバックすることも必要となろう。

調査方法は、フェーズ I 現地調査で行ったのと同様に、ヴィエトナム人社会学専門家と少数民

族言語の通訳を調査補助員として雇用し、社会経済担当団員及びカウンターパートが主体となっ

て実施する。本協議にも、他の調査団員及びカウンターパートも参加する必要がある。

2 － 3　社会学専門家の雇用先候補

社会学専門家の雇用先としては社会学研究所（Institute of Sociology）及び森林調査計画研究

所（FIPI: Forest Inventory and Planning Institute）などが有力候補となろう。

社会学研究所は、国家社会・人類学研究センターの傘下にある研究所であり、社会経済分野

にかかわる独自の研究調査のほかに援助事業に対するコンサルタント業務も数多く手がけてい

る。国家社会・人類学研究センターは、その傘下に経済研究所、民族学研究所など 15 もの経済

及び社会科学系の研究所をもつ組織であり、ヴィエトナムで経済及び社会科学分野の調査・研

究を行っている代表的な総合研究センターである。

森林調査計画研究所は、農業地方開発省傘下の研究所であり、森林資源調査及びモニタリン

グ、自然保護計画策定にかかわる調査、森林開発にかかわる環境アセスメントなどを行うとと

もに関連するコンサルタント業務も行っている。森林調査及び計画策定では住民とのかかわり

が大きいため、社会学専門家も有している。

ヴィエトナム国にはコンサルタント企業もあるが、自社要員を抱えている企業は少なく、上

記研究所等から専門家を短期雇用しているケースが多い。

なお、森林科学研究所（FSIV：Forest Science Institute of Vietnam）は、今回は訪問しなかっ

たが、社会林業面の研究成果を確認するなどして候補としての可能性を確認する必要がある。
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3. 環 境 配 慮

3 － 1　環境調査の内容及び方法

Ⅲ章５．環境の節で述べたとおり、調査対象地域であるKon Plong 郡及びその周辺地域には

絶滅危惧種を含む数多くの動植物が生息している。また、本地域南の Gia Lai 省には Kon Ka

Kinh 及び Kon Cha Rang という２つの自然保護区もあり、本調査対象地域と接している。こ

れまでヴィエトナム国の生物多様性に関する調査はほとんど行われていなかったが、ヴィエト

ナムの「ホットスポット」の１つともいえるKon Tum 省を中心とした地域では、国際環境NGO

を中心としてその生物多様性を保全する活動が開始され、援助機関もそれに資金提供を行って

いる。

生物多様性は、生態系のバランスを維持するうえで重要であるばかりでなく、それを構成す

るそれぞれの生物は、衣食住、薬品、燃料など地域住民に限らず人類全体に様々な恵みをもた

らしてくれる。したがって、本調査では「生物多様性にかかわる調査」を慎重に行い、生物の種

類、生息環境及び住民とのかかわりを明らかにし、その希少性、生息環境の脆弱性、利用ポテ

ンシャル等を十分に考慮した森林管理計画を策定する必要がある。

本調査は現地再委託とし、鳥類、大型ほ乳類、小型ほ乳類、爬虫類・両生類、魚類、昆虫、植

物、社会学などの分野を専門とする複数の専門家が合同で調査を行う必要があると考える。環

境NGO（WWF）及び自然保護区の調査にかかわることの多い森林調査計画研究所の専門家によ

ると、調査方法としては、大きく分けて現地踏査による目視（主として植物）、鳴き声、痕跡（足

跡、排泄物）を調査することによって生物種を特定する方法と、住民及びハンターへの詳細な聞

き取りと少数民族の家に置いてある鳥類の羽や動物の頭蓋骨から判断する方法の２つあり、通

常それらを併用した方法がとられ、小型鳥類に関してはカスミ網を使って捕捉する方法も使わ

れる。多くの野生動物、特に大型ほ乳類は非常に敏感であり遭遇することはまれであるとのこ

と。一方、調査では住民にコンタクトすることが不可欠であり、動植物の生息情報を得るだけ

でなく、住民と動植物のかかわり（利用）状況や保全対策を検討するためにも社会経済分野の調

査も平行して実施するのが常であるという。調査の効率性を考えると、本調査でも生物多様性

調査のなかに社会経済調査を含めるべきと考える。

調査は、フェーズⅠでは Kon Plong 郡全体を対象とした概略調査とし、フェーズⅡではモデ

ルエリアにおいてより詳細な調査を実施することが適当と考える。調査期間は、概略調査の場

合報告書作成を含めて実質 1.5 か月程度、モデルエリアを対象としたより詳細な調査では 2.0 か

月程度と考える。生物多様性を十分考慮した調査及び計画策定（マスタープラン策定）を行うた

めにも、フェーズⅠでは航空写真撮影を行う時期から現地再委託による現地調査を開始し、本

格調査の早い段階でその結果を入手すべきと考える。また、フェーズⅡではフェーズⅠで実施

した調査結果及びそれを反映して策定するマスタープランの内容を考慮して、その調査内容及
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び精度を検討すべきであろう。

本格調査の環境担当団員は、現地でこれまで実施されてきた伐採、植林、焼畑耕作などによ

る環境影響を調査し、上記現地再委託調査結果と併せて、森林管理にかかわるマスタープラン

及びモデル計画策定に際して環境への配慮を計画に盛り込むことになる。なお、事前調査では

ヴィエトナム国における林業関係事業のEIA 要件に関し、規定されているはずの「環境基準」を

確認することができなかった。本格調査ではMOSTE あるいは DOSTE を通じて環境基準を含

んだEIA 要件全般について再確認し、ヴィエトナム国のEIA 規則に沿った EIA の実施及びEIA

報告書作成についてカウンターパートへ技術移転する必要がある。

3 － 2　環境調査の現地再委託先候補

生物多様性にかかわる調査に関しては、森林調査計画研究所（FIPI）が多くの実績をもち、国

際環境NGO（WWF や BirdLife International）からの信頼も厚く有力候補といえよう。森林調

査計画研究所は農業地方開発省傘下の研究機関であり、森林、野生動植物、住民林業にかかわ

る調査のコンサルタント業務も行っている。同研究所のなかにある森林資源環境センター

（FREC）が受入窓口になる。その他の候補としては、生態及び生物資源研究所 （Institute of

Ecology and Biological Resources: IEBR）があげられる。

４．航空写真撮影、地上測量と図化

4 － 1　実施上の留意点

実施体制、各種手続き方法と必要期間等につき現地測量会社を訪問し調査を行った。訪問企

業はVietnam Research Institute of Land Administration （VIRILA） 社である（面談者一覧参

照）。

ヴィエトナム国は各地域により気象条件が異なり、航空写真撮影時には対象地の気象データ

を入手する必要がある。Kon Tum の降雨量データによれば乾期は 12 月から５月までであるが、

Kon Plong 郡の気象条件は異なり１月から６月（一番の適期は２～５月）とのことであった

（降雨量データ入手をカウンターパート機関に依頼中）。

本邦企業との再委託契約手続きについては特に上部監督機関の許可の必要はなく、現地測量

会社の判断で契約可能であり、必要期間は通常１～２週間で十分である。また、撮影許可に必

要な期間は２～３週間でその手続きは現地会社が行う。航空写真の国外持ち出しも可能であり、

その内務省宛の許可申請手続きも現地会社が行い必要期間は１か月とのことであった。

Kon Plong 郡の境界が５～６年前に変更になった。カウンターパート協議時には先方が地

形図を有していないため、境界を確認することができなかった。地形図購入元また現地測量会

社にて境界をカラーペンにて入れてもらったが、作業開始前にその最終的な確認をする必要が
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また、車両借り上げも同ホテルでアレンジ可能である。価格をヒアリングした結果は、Kon

Plong 郡を対象に4WD 借り上げが運転手込みで40 万VND ／ 10 時間又は7,000 VND ／キロメー

トル、運転手の宿泊費が 10 万 VND ／ night である。

現地調査を行う場合は、食料と寝袋を持参する必要があり、宿泊先は林業公社の事務所を利用

することとなる。林業公社事務所のなかには電気と電話が通じていない所もある。

今回、調査用機材は損料ベースの物のみとし、購入は特に想定していない。ハノイ市内のコピー

機・パソコン・プリンター・ソフトの価格を調べたので付属資料に添付する。

２．技術移転セミナー、C ／ P本邦研修

カウンターパート機関は本調査に対し計画の作成のみではなく、調査終了後の事業化をも意識

したものとしてほしいとの希望を有しており、モデル計画作成を本調査対象地以外でも行いたい

としている。その趣旨に添いガイドラインの作成を行うが、ガイドライン作成と併せてその成果

をセミナーを通じて他の林業公社職員又は他の郡の技術者に技術移転することとした。時期はド

ラフトファイナルレポート説明協議時に行うこととする。

具体的なカウンターパート候補者の氏名が判明しなかったこと、カウンターパートの対象者が

少なく英語を話す者がいないこと、MARD 本庁の窓口である Quan 氏は鈴木専門家のカウンター

パート研修を本年 11 月に予定されていること、以上から事前調査時に具体的な本邦研修候補者の

目途がなかったことからミニッツに記載しなかった。フェーズⅠの現地調査を通じて良い候補者

が出てきた場合は２年次の受入れを検討することが妥当である。
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